
�愛媛県条例第４０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

に基づく処分により、愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正

する条例を次のように公布する。

平成１５年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例

愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）の

一部を次のように改正する。

第２０条の３中「６９２円」を「７９３円」に改める。

第２３条中「次に掲げる者の利用」を「スポーツ振興法（昭

和３６年法律第１４１号）第６条第１項に規定する国民体育大会

及びその予選会並びに財団法人日本ゴルフ協会又は同協会に

加盟する地区ゴルフ連盟が主催する競技会で知事が定めるも

の（以下この条において「国体等」という。）の出場選手（

報酬又は営利を目的としないスポーツとしてゴルフをする者

に限る。）の利用（国体等の競技又は公式練習としての利用

（法第７５条の３第１号に掲げる利用を除く。）に限る。）」

に改め、同条各号を削る。

第２４条を次のように改める。

第２４条 削除

第６２条第１号中「甲種狩猟免許又は乙種狩猟免許」を「網

・わな猟免許又は第一種銃猟免許」に改め、同条第２号中「

丙種狩猟免許」を「第二種銃猟免許」に改める。

第６７条の２第４項第２号中「第１０条」を「第１４条」に改め

る。

第８０条第３項中「身体障害者福祉法」の下に「（昭和２４年

法律第２８３号）」を加える。

附則第１６条の２第１項中「（次項の規定の適用を受けるも

のを除く。）」を削り、「係る譲渡所得等の金額」の下に「

（次項において「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とい

う。）」を加え、同条第２項を次のように改める。

２ 前項の場合において、平成１６年度から平成２０年度までの

各年度分の個人の県民税に限り、所得割の納税義務者が前

年中に上場株式等の譲渡のうち租税特別措置法第３７条の１１

第１項各号に掲げる上場株式等の譲渡をしたときは、当該

上場株式等の譲渡による上場株式等に係る譲渡所得等の金

額に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分

の１．６」とあるのは、「１００分の１」とする。

附則第１６条の２第３項中「前２項」を「第１項」に改め、

「又は第２項」を削り、「第３５条の２の２第７項」を「第３５

条の２の２第６項」に改める。

附則第１６条の３の見出し中「商品先物取引」を「先物取引

」に改め、同条第１項中「平成１４年度から平成１６年度までの

各年度分の個人の県民税に限り、」を「当分の間、県民税の

」に、「商品先物取引」を「先物取引」に、「１００分の２」

を「１００分の１．６」に改め、同条第２項第１号及び第３号中

「商品先物取引」を「先物取引」に改める。

附則第２０条を次のように改める。

（不動産取得税の税率の特例）

第２０条 平成１５年４月１日から平成１８年３月３１日までの間に

不動産の取得が行われた場合における不動産取得税の税率

は、第１９条の２の規定にかかわらず、１００分の３とする。

附則第２１条第１項中「第１１条の３第１項及び」を削り、「

同条第７項及び第９項」を「同条第５項」に改め、「第１１条

の３第１項若しくは」を削り、「、第７項若しくは第９項」

を「若しくは第５項」に改め、「第１１条の３第３項並びに」

を削り、「、第８項及び第１０項」を「及び第６項」に改める

。

附則第２２条第１項中「平成１１年５月１日」を「平成１５年７

月１日」に、「８６８円」を「９６９円」に改め、同条第２項中

「平成１１年５月１日」を「平成１５年７月１日」に、「４１３円

」を「４６１円」に改める。

附則第２４条第１項中「平成１５年３月３１日」を「平成２０年３

月３１日」に改め、同条第２項及び第３項中「平成１５年３月３１

日」を「平成１７年３月３１日」に改め、同条第４項を次のよう

に改める。

４ 道路運送車両法第４１条の規定により平成１５年１０月１日以

降に適用されるべきものとして定められた自動車排出ガス

に係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準

（以下この項から第６項までにおいて「排出ガス保安基準

」という。）に適合する自動車又は同条の規定により平成

１６年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた

排出ガス保安基準に適合する自動車のうち、粒子状物質の

排出量が地方税法施行規則で定める許容限度の４分の１を

超えない自動車で同省令で定めるものの取得（前項の規定

の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課す

る自動車取得税の税率は、当該取得が平成１５年４月１日か

ら平成１７年３月３１日までの間に行われたときに限り、第５９

条の４及び第１項の規定にかかわらず、当該取得について

この項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべ

き同条又は第１項に定める率から１００分の１．５を控除した

率とする。

附則第２４条第５項を削り、同条第６項中「又は法附則第３２

条第６項」を「、第４項又は法附則第３２条第７項」に改め、
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同項を同条第５項とし、同条に次の１項を加える。

６ 道路運送車両法第４１条の規定により平成１６年１０月１日以

降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保安基

準に適合する自動車で令で定めるものの取得（第３項、第

４項又は法附則第３２条第７項の規定の適用がある場合の自

動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率

は、当該取得が平成１５年４月１日から平成１６年９月３０日ま

での間に行われたときに限り、第５９条の４及び第１項の規

定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用が

ないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定

める率から１００分の１を控除した率とする。

附則第２５条第２項中「平成１５年３月３１日」を「平成２０年３

月３１日」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１５年４月１日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。

� 第６２条の改正規定 平成１５年４月１６日

� 第２０条の３及び附則第２２条の改正規定並びに附則第６

項から第１１項までの規定 平成１５年７月１日

（県民税に関する経過措置）

２ 改正後の愛媛県県税賦課徴収条例（以下「新条例」とい

う。）附則第１６条の２の規定は、平成１６年度以後の年度分

の個人の県民税について適用する。

３ 新条例附則第１６条の３の規定は、平成１６年度以後の年度

分の個人の県民税について適用し、平成１５年度分までの個

人の県民税については、なお従前の例による。

（不動産取得税に関する経過措置）

４ 次項に定めるものを除き、新条例の規定中不動産取得税

に関する部分は、平成１５年４月１日（以下「施行日」とい

う。）以後の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税

について適用し、施行日前の不動産の取得に対して課する

不動産取得税については、なお従前の例による。

５ 改正前の愛媛県県税賦課徴収条例（以下「旧条例」とい

う。）附則第２１条第１項の規定（地方税法等の一部を改正

する法律（平成１５年法律第９号。以下「改正法」という。

）による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下

この項及び附則第７項において「旧法」という。）附則第

１１条の４第７項及び第８項に係る部分に限る。）は、旧法

附則第１１条の４第７項に規定する営業の譲渡が施行日から

平成１６年３月３１日までの間に行われたときに限り、当該営

業の譲渡に係る不動産の取得に対して課すべき不動産取得

税については、なおその効力を有する。この場合において

、旧条例附則第２１条第１項中「同条第７項及び第９項」と

あるのは「地方税法等の一部を改正する法律（平成１５年法

律第９号）による改正前の法附則第１１条の４第７項」と、

「第１９条の６中」とあるのは「第１９条の６第１項中」と、

「、第３項、第７項若しくは第９項」とあるのは「若しく

は第３項若しくは地方税法等の一部を改正する法律（平成

１５年法律第９号）による改正前の法（次項及び次条におい

て「旧法」という。）附則第１１条の４第７項」と、同条第

２項中「又は第７３条の２７の９第１項」とあるのは「若しく

は第７３条の２７の９第１項又は附則第１１条の３第１項若しく

は第１１条の４第１項若しくは第３項若しくは旧法附則第１１

条の４第７項」と、「、第４項、第８項及び第１０項」とあ

るのは「及び第４項並びに旧法附則第１１条の４第８項」と

する。

（県たばこ税に関する経過措置）

６ 平成１５年７月１日（以下「指定日」という。）前に課し

た、又は課すべきであった県たばこ税については、なお従

前の例による。

７ 指定日前に旧条例第２０条第１項の売渡し又は同条第２項

の売渡し若しくは消費等（旧法第７４条の６第１項第１号及

び第２号に規定する売渡しを除く。）が行われた製造たば

こを指定日に販売のため所持する卸売販売業者等（新条例

第４条第１項第５号に規定する卸売販売業者等をいう。以

下同じ。）又は小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等の一部を改正する法律（平成１５年法律第

８号）附則第１３１条第１項の規定により製造たばこの製造

者として当該製造たばこを指定日にこれらの者の製造たば

この製造場から移出したものとみなして同項の規定により

たばこ税を課されることとなるときは、これらの者が卸売

販売業者等として当該製造たばこを指定日に小売販売業者

に売り渡したものとみなして、県たばこ税を課する。この

場合における県たばこ税の課税標準は、当該売り渡したも

のとみなされる製造たばこの本数とし、次の各号に掲げる

製造たばこの区分に応じ当該各号に定める税率により県た

ばこ税を課する。

� 製造たばこ（次号に掲げる製造たばこを除く。） １

，０００本につき１０１円

� 新条例附則第２２条第２項に規定する紙巻たばこ １，０

００本につき４８円

８ 前項の規定により課される県たばこ税の納税地は、新条

例第４条第１項第５号の規定にかかわらず、卸売販売業者

等にあっては前項の規定により指定日に小売販売業者に売

り渡したものとみなされる製造たばこの貯蔵場所の所在地

とし、小売販売業者にあっては同項の規定により指定日に

小売販売業者に売り渡したものとみなされる製造たばこを

直接管理する営業所の所在地とする。

９ 附則第７項に規定する者は、改正法附則第７条第３項に

規定する申告書を指定日から起算して１月以内に提出しな

ければならない。

１０ 附則第７項に規定する者が、前項の規定による申告書を

、改正法附則第１４条第３項に規定する市町村たばこ税に係

る申告書又は所得税法等の一部を改正する法律（平成１５年

法律第８号）附則第１３１条第２項に規定するたばこ税に係

る申告書と併せて、これらの規定に規定する市町村長又は

税務署長に提出したときは、当該申告書は、前項の規定に

より提出されたものとみなす。

１１ 附則第９項の規定による申告書を提出した者は、平成１６

年１月５日までに、当該申告書に記載した県たばこ税額に

相当する金額を納付しなければならない。

（ゴルフ場利用税に関する経過措置）

１２ 新条例第２３条の規定は、施行日以後におけるゴルフ場の

利用に対して課すべきゴルフ場利用税について適用し、施
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行日前におけるゴルフ場の利用に対して課するゴルフ場利

用税については、なお従前の例による。

（自動車取得税に関する経過措置）

１３ 新条例附則第２４条第２項から第６項までの規定は、施行

日以後の自動車の取得に対して課すべき自動車取得税につ

いて適用し、施行日前の自動車の取得に対して課する自動

車取得税については、なお従前の例による。

１４ 施行日前の旧条例附則第２４条第４項及び第５項に規定す

る自動車の取得に対して課する自動車取得税については、

なお従前の例による。

�愛媛県規則第２２号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規則を

次のように定める。

平成１５年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規

則

愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第

３８号）の一部を次のように改正する。

第１条の表�の項書類の種類の欄中「県たばこ消費税」を
「県たばこ税」に改める。

第１号様式５及び６�裏中「至急」を「 年 月 日ま

でに」に改める。

第１５号様式中

一 般 分
４８ ５３

軽
減
分

身体障害者
７７

学 生 等
８２

国 体 等
８７

小 計
７２

合 計
５８ ６７

「

を

」

一 般 分
４８ ８８

軽 減 分
５３

非

課

税

分

１８歳未満
５８

７０歳以上
６３

障害者
６８

国 体
７３

学生等
７８

小 計
８３

合 計
９３

「

に

」

改め、同様式備考２を次のように改める。

２ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７５条の２

又は第７５条の３の規定によりゴルフ場利用税の非

課税の対象となる者については、「非課税分」欄

に記載してください。

第１５号様式備考に次のように加える。

３ ２の適用がある場合には、非課税利用者の一覧

表及び非課税の対象となることを確認した書類を

添付してください。

附 則

１ この規則は、平成１５年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県県税賦課徴収条例施行規則第１５号様式の

規定は、平成１５年４月１日以後におけるゴルフ場の利用に

対して課すべきゴルフ場利用税の納入申告書について適用

し、同日前におけるゴルフ場の利用に対して課するゴルフ

場利用税に係る納入申告書については、なお従前の例によ

る。

規 則
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